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要 旨=

 日本語教員養成お よび 日本語教育能力検定試験 に関する文部省、文化庁の答申 ・報

告書に示 され た理念の変遷に即 しなが ら、 日本語教員の定義に関係す る記述が どのよ

うに成 されて きたかを整理 した。その結果次のよ うなことが指摘 できた。

 ① 日本語教員 とは何かに関 して、外延規定がない。

 ② 日本語教員 とは どうあるべきか とい う理念 については記 され ている。

 ③最新 の 日本語教員養成 に関 しては、 目本語教育を行 う根拠が示 されていない。

 ④最新 の 日本語教育能力検定試験に関 しては、外延規定 も理念 も述べ られていない。

 ⑤ 日本語教育施設における日本語教員資格には、 日本語教員養成課程 の単位修得が

  必要条件 とはなっていない。

 ①か ら⑤ までは、 日本語教員養成政策に関する整理 である。これ をみ ると、 日本語

教員 とは何 かにっいて明確に定義 されているとはいえないばか りか、近年になるほ ど

日本語教 育や 日本語教員 とは何 か とい う根幹的な問いが棚上げにされていく状況が分

かる。 また、 日本語教育施設にお ける 日本語教員資格 には、 日本語教員養成課程の単

位修得は必須 ではない。 その ことも、問いを軽視 させ る傾 向に加担 している可能性 が

ある。

1.は じめに

 国語教員 も しくは国語教師 とは何か とい う定義 は、母語教育である国語教育におい

て明確 にな されている。ところが、日本語教員(日 本語教師)と は何か と問われ ると、

これに関 した明確 な定義は未だ行 われ ていないのが現状である。

 日本語 教員養成が成 されている現在 にあっても、 日本語教員 とい う概念 自体が不明

確 なままそれ を行 う事態 には、それな りの歴史的背景があるはずである。

 日本語教育学会誌 『日本語教育』第25号(1974年12月)は 、特集 「日本語教師論」
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を組んでい るが、そこで論 じられているのは、 日本語教師 とは どうあるべ きか との論

議が中心で、 日本語教師 とは何か とい う論議 にはなっていない。

 そこで、本稿では、日本語教員養成および 目本語教育能力検定試験に関する文部省、

文化庁の答 申 ・報告書を紐解 くことに よって、担 当省庁である文部省(現 文部科学省)、

文化庁 な どの示 してきた考 え方 の変遷 に即 しなが ら、 日本語教員 とは何 かを整理 して

い きたい。なお、答申 ・報告書では 「日本語教員」を使用 しているため、本稿で も 「日

本語教員」 を用いてい く。 しか し、 日本語教員を、 目本語教育界では 「日本語教師」

と呼ぶ こ とがある。 また、これ か らみてい くよ うに、 日本語教員についての定義は不

明確であ り、法律的な規定もない。 さらに、 日本語教員の概念が 日本語教育の現状 と

ともに拡大 して、地域 日本語教育のボランティアなどの支援者等 も含む ようになって

きた現代では、教育職員の意味合 いを含む 日本語教員 より、 日本語教師を用いること

がむ しろ適切な論議ができる場合 もあるか と思 う。ただ し、本稿で扱い えたのは、答

申 ・報告書 による日本語教員 の定義であるため、暫定的 に、「日本語教員」とい う術語

を使用す るものである。

 なお、本研究は、戦後 日本語教育史において、 日本語教師養成の変遷過 程 を位置づ

ける試み のひ とつである。

2.国 語教 師の定義

 日本語教師の定義が どう成 され ているかをみる前に、『国語教育研究大辞典』(注1)

か ら、国語教師の定義 をみておきたい。

 国語教師の項 目(同 掲書323～326頁)は 、白石寿文氏が担 当してお り、次の ような

小項 目か ら成 っている。

  国語教師

   定義

   教師 と教員

   教師の養成

   教育実習

   教師の資格

   国語教師の人間的魅力

   教師の採用

   教師の研修

   初任者研修

   学習活動 と教師の役割
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定義 の部分 を以下に引用す る。

  定義

   「国語教師」は、担 当教科 目の点で、他教科(例 えば外国語 ・英語 、算数 ・数

  学等)の 教師 と区別 され る。「国語教師」は、教育職員免許法に基づ く免許を有 し、

  専 ら国語(母 国語)科 教育実践に従事す る正規の教諭=国 語科教諭eを 最狭義 と

  す る。やや広げる と、小学校 ・中学校 ・高等学校 ・大学をは じめ、各種学校の国

  語(母 国語)関 係 の教員e国 語教員eを 指す。俗に言 う 「国語 の先生」である。

  更に広げると、言語文化 を創造 し、研究 し、論評す る人、言語情報 を生み、送 り

  届 け、処理す る人、言語生活のいろいろな面で啓蒙的指導的立場 にある人等 々、

  多 くの専門家 も 「国語教師」 と言える。最広義には、おとなたちは全て、子 ども

  たちに とって 「国語教師」=こ とばの指導者 ・助言者 ・被模倣者=と 考えるべ き

  である。

 「定義」 に続 く 「教師 と教員」の項 も参照す ると、法律でい う 「教育職員」 を教員

とい うことがあるが、その教員 のことを教師 とす る表現が増えてお り、教師 と教員 は

ほぼ重なる概念 であるとしてい る。

 国語教師は、教科 の教員 であることを最 も狭い定義 とし、広 くは、子 どもたちに と

ってのお となをすべて国語教師であるとしている。ここには、外延的定義がみられ る。

3.日 本語教員は どのよ うに定義されて 春たか

 日本語教育学会が編んだ 『日本語教育事典』に 「日本語教師」の項 目(664～665頁)

がある。説明は 「日本語教育で 日本語教師の果たすべき役割の大きさについては、」で

始まってお り、 日本語教師 とはいかにあるべ きかの説明が主であって、 日本語教師 と

は何かについての定義は見当た らない。 日本語教師に必要 と考えられ る一般的な能力

と、 日本語教育の多様性 に応 じて必要 と考 えられる応用的能力についてが、「日本語教

育推進対策調査会報告」か らまとめてある。

 同事典の初版刊行 は1982年 であ り、1984年 に文部省が発表す るいわゆる 「留学生

受入10万 人計画」発表の前々年のことである。留学生受入10万 人計画に伴って、戦

後 目本 の 日本語教育環境の整備は急速 に充実、発展 してきた とい う事情 を勘案すれば、

日本語教育 その ものにっいての研究 自体 も手薄であった時代にあって、 日本語教師の

定義 と記述 を求めることは、無理があるとい うべ きかもしれない。

 しか しなが ら、これか ら以下にみてい く日本語教員養成に関連 した1985年 以降の調
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査研究 の報告書 にも、 日本語教師あるいは 日本語教員 についての明確な定義やその外

延的把握は、必ず しも見当た らないのである。

4.戦 後 日本の 日本語教育 と日本語教員養成

 以下、 日本語教員の定義 に入 る前に、戦後 日本 の 日本語教育関連の重要 な動 きを概

括 しなが ら日本語教員養成 に関す る流れを把握 し、次に 日本語教員養成 に関す る調査

研究報告書 を紐解きなが ら、その理念 と教員養成政策がどの ような変遷 をた どったか

を押 さえてみたい。その中で、 日本語教員 とは どの ように位置づけ られ、定義 され て

い るかを考察 していくことにす る。

 今、山下(1998)か ら、第2次 大戦後を中心に、 日本語教員養成 との関係で重要な 日

本語教育関係 の動きを少 しく広 く抜 き出 してみ ると次のようになる。

  昭和15(1940)年  日本語教育振興会 設 立

  昭和20(1945)年  日本語教育振興会 GHQの 指令により解散

  昭和21(1946)年  言語文化研究所  設立。 日本語教育振興会の事業を財団法

                   人 とし継承。理事長に長沼直兄。

  昭和23(,.)年  長沼直兄     在 日宣教師団の要請によ り言語文化研究

                   所附属東京 日本語学校開校。校長に就任。

  昭和25(1950)年  言語文化研究所附属東京 日本語学校

                   第1回 日本語教師夏季講習会開催。戦後

                   初 の公開 日本語教師養成講習会。受講者

                   12名 。

  昭和29(1954)年  文部省      国費外国人留学生招致制度発足。

  昭和32(1957)年  日本国際教育協会 文部省外郭団体 として設立。

  昭和37(1962)年  外国人のための 日本語教育学会

                    設立。初代会長鳥養利 三郎。『日本語教

                   育』発刊

  昭和38(1963)年  日本国際教 育協会 第1回 私費留学生統一試験実施

  昭和39(1964)年  文部省      留学生課設置

  昭和40(1965)年  文部省      日本語教育研修会開催。以後主催者は文

                   化庁、国立国語研 究所へ と移 る。

  昭和45(1970)年  シンガポール教育省

                    目本語教師養成講座 開設。シンガポール
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                    人 日本語教員の養成

  昭和47(1972)年  国際交流基金   設立

  昭和48(1973)年  国際交流基金   第1回 海外派遣 日本語教員研修会、第1

                    回海外 日本語教員研修 会開催

  昭和49(1974)年  国立国語研究所  日本語教育部設置

  昭和51(1976)年  国立国語研究所  日本語教育部 を日本語教育センターに改

                    組

  昭和51(1976)年  天理大学     日本語教員養成課程設置

  昭和52(1977)年  日本語教育学会  社団法人 となる。

  昭和59(1984)年  中国帰国孤児定住促進センター

                    開設

  昭和59(1984)年  文部省学術国際局留学生課

                    「21世紀の留学生政策 の展開について」

                    (通称 留学生10万 人計画)発 表

  昭和59(..)年  目本国際教育協会、国際交流基金

                    共催で 日本語能力検定試験 開始

  昭和60(1985)年  筑波大学     日本語 ・日本文化学類を設置

  昭和61(1986)年  外国人就学生受入機 関協議会

                    設立

  昭和63(1988)年  目本国際教育協会 第1回 日本語教育能力検定試験実施

  平成元(1999)年   国際交流基金   日本語国際センター開設

 国内の留学生数が増 え始 めたのは、通称留学生10万 人計画後のことであ り、また、

日本語教員養成課程は、私立大学では1976年 に天理大学、国立大学では1985年 に筑

波大学 におかれたのが早い。筑波大学では、 日本語 ・日本文化学類 、通称 日 ・日(に

ちにち)の 学生は、所定の卒業単位 を修得すれば、 自動的に 日本語教員養成 主専攻課

程の履修 が可能な よ うにカ リキュラムが構成 されていた。筑波大学の 日本語 ・日本文

化学類 の設置後、全国各地の国立大学でも、徐々に 日本語教員養成課程が増 えてい く

ことになる。平成12年11.月1日 現在、 日本語教員養成機関は、国公私立大学106、

大学院26短 期大学8、計140機 関ある。(一般の 日本語教員養成実施機 関・施設は167。

以上、文化庁 ホームペー ジh七tp://www.bunka.go.jp/1/2/2e/H 12/H 12・2・0.h七mlによる。)
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5.日 本語教 員養成に関す る各種答 申 ・報告

 戦後 、 日本語教員養成 に関連 して提出された各種答 申、報告を年代順 に並べ ると以

下のよ うになる。(注2)論 者 が実際に入手できたものについては、それぞれ第1行 目に

報告書の題名 、2行 目に発行 日、3行 目に調査母体(報 告書の提出者)、4行 目に報告

書の体裁 を、また5行 目に調査の委託 ・協力に関す る注記を記す。

  ① 『日本語教育 の在 り方(日 本語教育改善の方策に関す る意見)』

     日召不039(1964)年3ノ ヨ

     文部省調査局

  ② 『外国入に対す る日本語教育の推進 の具体策について』

     昭和49(1974)年2月19日

     日本語教育推進対策調査会報告

  ③ 『教育 ・学術 ・文化における国際交流について』

     昭和49(1974)年5月27目

     中央教育審議会答 申

  ④ 『日本語教員に必要な資質 ・能力 とその向上策 について』

     日召不051(1976)年3.月 31 日

     日本語教育推進対策調査会報告

  ⑤ 『日本語教育の内容 ・方法の整備充実に関す る調査研究にっいて』

     日召不054(1979)年3月 19日

     日本語教育推進施策調査会報告

  ⑥ 『日本語教員の養成等について』

     昭和60(1985)年5月13日

     日本語教育施策の推進に関す る調査研 究会報告

  ⑦ 『日本語教員検定制度について』

     昭和62(1987)年4月10日

     目本語教員検定制度に関す る調査研究会報告

  ⑧ 『日本語教育施設の運営に関す る基準について』

     昭和63(1988)年12,月23日

     日本語学校 の標準的基準に関す る調査研究協力者会議報告

  ⑨ 『現代の国語 をめぐる諸問題 について』

     平成5(1993)年6,月8日

     国語審議会報告
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⑩ 『日本語教育推進施策について-日 本語の国際化に向けて-』

   平成5(1993)年7月14日

   日本語教育推進施策に関す る調査研究協力者会議

   A4版

   *こ の調査研究に関す る事務 は、省内関係局課の協力 を得て、学術国際局

   国際企画課教育文化交流室において処理。

⑪ 『日本語教育のための教員養成 について』

   平成12(2000)年3月30日

   日本語教員 の養成 に関す る調査研究協力者会議

   A4版 34頁

   *こ の調査研究に関す る庶務は、文化庁文化部国語課 において処理。

⑫ 『日本語教育のための試験の改善 について一 日本語能力試験 ・日本語教育能力

  検定試験 を中心 として一』

   平成13(2001)年3月30日

   日本語教育のた めの試験の改善に関す る調査研究協力者会議

   A4版 31頁

   *調 査研究 に関す る庶務は、国際交流基金及び財団法人 日本国際教育協会

   の協力 を得て、文化庁文化部国語課において処理。

⑬ 『平成12年 度文化庁委嘱事業 日本語教育施設 における 日本語教員養成 にっ

 いて』

   平成13(2001)年3月28日

   財団法人 日本語教育振興協会

   日本語教育施設 における教員養成の教育課程に関する調査研究委員会

   A版 53頁

   *文 化庁委嘱

⑭ 『大学 日本語教員養成課程において必要 とされ る新たな教育内容 と方法に関す

 る調査研究報告書』

   平成13(2001)年3月28日

   日本語教員美成課程調査研究委員会

   A4版 189頁
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6.日 本語教員に関す る竃義の変遷

6.1 『日本語教 員の養成のために』

 日本語教員養成 は、 「大学」 と 「大学以外の 日本語教員養成機 関」 とに大別 され る。

これ らの機関での 日本語教員養成を方向づけ、明確に規定 していったのは、1985年5

月13日 に提出 された 『日本語教員 の養成等 について』(前 章⑥)で ある。 日本語教師

の養成 については、これに基づいて 「日本語教員養成 のための標準的 な教育内容等 」

が示 され、平成12(2001)年 までは、それに従って行 ってきた。 ここでは、次のような

別 を設 けてそれぞれの単位数が示 されている。

  一般の 日本語教員養成機関

  大学の学部 日本語教育副専攻

  大学の学部 日本語教育主専攻

  大学院修士課程Aコ ー ス

  大学院修士課程Bコ ース

 ー般 の 日本語教員養成機 関については、大学卒 を基礎資格 とし、大学の学部の副専

攻課程 と同等程度の教育内容 ・水準を確保す る、とある。大学院修士課程 は、学部に

お ける日本語教員養成 の主専攻課程 を修了 した者 を対象 とす るコース とそれ以外の者

を対象 とするコースに分け られ ている。

 しか しなが ら、 日本語教員養成 は免許制度に基づいているわけではなく、また、4

分類5種 の 日本語教員に必要な知識 ・能力の枠 に対応する授業科 目については、各機

関の実情 に応 じて設定 され ることが緩やかに認め られていたため、運用実態 はかな り

幅 のある ものになっていた ことは、当時の各大学の便覧な どに掲載 されているカ リキ

ュラムか ら知 られることである。

 「日本語教員養成 のための標準的な教育内容等」の項には、 日本語教員について、

次のよ うな表現が見 られ る。

   日本語教育は、我が国 と諸外国 との国際交流 を活発化 し、我が国に対す る理解

  を深 めるための基盤 を培 うものであ り、これ を推進する 日本語教 員には、国際的

  感覚 と幅広 い教養 、豊かな人間性、 日本語教育に対する自覚 と情熱 、 日本語教育

  に関す る専門的な知識 ・能力な どが要求 される。

   p本 語教育の一層の充実のためには、 日本語教育の専門家 として必要 な知識 ・

  能力 を有す る優れ た 日本語教員の養成が不可欠であ り、 このためには、 日本語教
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  員養成 にお ける教育内容 ・水準の基準が明確 にされ ることが必要である。

 なぜ 日本語教育を行 うか、その根拠 については、「我が国 と諸外国 との国際交流を活

発化 し、我が国に対す る理解 を深 めるための基盤 を培 うものであ り」 と述べ られ てい

る。 ただ し、 日本語教員 とは何か とい う点に関 しては、その外延 を規定 した ものでは

な く、望 まれ る資質 などの理念が述べ られ るに とどまっている。

6.2 『日本語教育のための教 畳養成について』

 『日本語教員の養成 のために』から15年 後の平成12(2000)年3月30日 、『日本語

教育のための教員養成 について』(前章⑪)が 、日本語教員 の養成に関す る調査研究協

力者会議 か ら提出された。

 『日本語教員の養成のために』で示 された 「標準的 な教育内容」 を、そのまま適用

す るのではな く単位の読み替えを しなが ら活用 してい る場合が多 くなった とし、多様

な学習需要に応 えた教育を しようとす るために、 「標準的な教育内容」ではなく、r基

礎 か ら応用に至る選択可能 な教育内容」を示す としている。なお、今後はこの答申に

従 って 日本語教員養成 が行われていく。

 日本語教員 とは何か についての外延規定はないが、 日本語教員 として望まれ る資

質 ・能力にっ いては、次のように記されている。

  ① 日本語教員 として望 まれ る資質 ・能力

    今後の 日本語教員養成における新たな教育内容 を提示す るに当たって、 日本

    語教員に求め られ る資質 ・能力 として、次の ような点が重要であると考 える。

  ア.日 本語教員 としての基本的な資質 ・能力にっいて

     日本語教員 として望まれ る資質 ・能力 として、まず基本 となるのは、 日本

    語教員 自身が 日本語 を正確 に理解 し的確 に運用できる能力を持 っていること

    で ある。

     その上で、 これか らの 日本語教員の資質 ・能力 として、次のよ うな点が大

    切 である と考える。

     (ア)言 語教育者 として必要 とされる学習者 に対する実践的なコ ミュニケー

       シ ョン能力を有 していること。

     (イ)日 本語ばか りでなく広 く言語に対 して深い関心と鋭い言語感 覚を有 し

       ていること。

     (ウ)国 際的な活動 を行 う教育者 として、豊かな国際的感覚 と人間性 を備 え

       ていること。
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    (エ)日 本語教育の専門家 として、 自らの職業の専門性 とその意義 にっいて

       の 自覚 と情熱 を有す ること。

 ここには、r標 準的な教育内容」にはあった、なぜ 日本語教育を行 うか とい う規定が

み られない。国内在住の外国人が増 え、日本語教 育が多様化す るにしたがって、「国際

交流」 とい う、国家 を基盤に した叙述では説明が難 しくなった背景があるとい うこと

は言えるだろ う。 しか しなが ら、「新たな教育内容」の総枠を示すか らには、なぜそ う

した 日本語教育 を行 うか とい う根拠 がほ しい。教育内容の基本 となるのが 「日本語教

育 とは コ ミュニケー シ ョンである」 とい う考え方のみでは、記述 に不満が残 る。 コミ

ュニケーシ ョンとは何 かとい う規定 もなされていない。

 なぜ 日本語教育を行 うのか とい う、基本的で重要な事項 に対す る見解 を避 けたこと、

あ るいはその重要性 に対す る認識が薄い ことが、この指針 を分か りにくくしてい る原

因の一つ ともなっていると考 える。

6.3 『日本語教員検定制農に関す る調査 研究会報告』

 また、この時代、日本 語教員検定制度 については、昭和62(1987)年4月10日 に、『日

本語教員検定制度に関する調査研 究会報告』(前 章⑦)が 提出されてお り、基本的考え

方が次の よ うに記 され ている。

  基本 的考 え方

   日本語教員には、国際的感覚 と幅広 い教養、豊かな人間性、 日本語教育に対す

  る自覚 と情熱、 日本語教育に関す る専門的知識 ・能力等の資質 ・能力 が要求 され

  るが、 日本語教員検定 は、 これ らの資質 ・能力のすべてについて審査す るもので

  は なく、 日本語教育に関す る知識 ・能力が 日本語教育の専門家 として必要 とされ

  る水準に達 しているか どうか、その到達度を試験の方法によ り審査 し、証明す る

  もの と して実施す ることとす る。

   このことから、試験 の実施 にあたっては、その名称を、例 えば、 日本語教育能

  力試験 とす る等 、 日本語教員 として必要な資質 ・能力のすべてにっいて審査す る

  ものではない ことを明 らかにす る必要がある。

   この検定は 日本語教員 となるための資格を付与す るものではないが、これ によ

  り日本語 教員の専門性 の確立 とその待遇の改善が図 られ、 もって 日本語教育の水

  準 の一層 の向上に資す ることが期待 される。

 日本語教師 に関 しては、こ こでもいかにあるべ きか とい う理念 は示 され るものの、

日本語教員 とは何か とい う、外延規定は認 められない。
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6.4 『日本語教育のための試験 の改善について9

 平成13(2001)年3月30日 に出された同掲書(前 章⑫)の 「日本語教育能力検定試

験 の水準」 には、次のよ うな記述が見 られ る。

  日本語教育能力検定試験の水準

   日本語教育能力検定試験 は、大学学部の 日本語教員養成副専攻課程修 了の水準

  を想 定 した試験 となっているが、 日本語教育の専門家 の活躍の場が多様化 し、 よ

  り専門的 な知識 ・能力が必要 とされ る教育の場においては、現在の 日本語教育能

  力検定試験の合格水準 を満 たす知識や能力だ けでは十分 に対応 できない とい う問

  題 もある。

   また、 日本語教育能力検定試験の水準については、現行の水準(大 学学部の 日

  本語教員養成副専攻課程修 了者相 当)を 保 ちなが ら、 日本語教育の世界に より多

  様な人材 の参加が期待でき、幅広い知識 とよ り実践的な能力を測定できるものが

  求 められ ている。また、現行の水準の試験 とは別 に一段高い水準の試験 を新たに

  設 けることについて検討することも期待 されている。 このよ うな多角的な検討を

  要する 日本語教育能力検 定試験の水準設定にっいては、実施形態等 と合わせた検

  討 も必要 である。

 1985年 の 『日本語教員の美成 について』か ら14年 を経、留学生の著 しい増加や、

外国人の 日本への就 労人 口の増加 に伴って、 日本語教育の現場が多様化 したことが指

摘 され てい る。そ して、多様な人材の参加を期待す るために、教育能力検定試験の内

容 も多角的 な検討 を要す るとしている。 しか しなが ら、多様化 した結果、 日本語教員

は どの ように定義 され るか とい う外延規定は見られ ない。それだけではな く、 日本語

教員には どのような資質 ・能力が求められ るべきか とい う、 これまでの答申 ・報告書

にはあった理念す ら消 えて しまっていることが特徴 である。

 ちなみに、内容の節見出 しを掲げると次の通 りである。教員養成 に関する理念がな

く、「学習到達 目標 として」、「日本語教育施設 に教員 として採用 されるための条件 とし

て」、いかに試験を行 うか とい う技術的態度に貫かれている。

  II 日本語教育能力検定試験の改善について

  1 日本語教育検定試験の現状 と課題

  (1) 日本語教育能力検定試験の現状

  (2) 日本語教育能力検定試験の課題

     ① 日本語教育能力検定試験の内容
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     ②日本語教育能力検定試験の水準

     ③日本語教育検定試験の出題範囲

  2 日本語教育能力検定試験の内容の改善にっいて

  (1) 日本語教育能力検定試験の基本的な在り方

     ①日本語教育能力検定試験の内容および水準

     ②日本語教育能力検定試験の受験資格

  (2) 日本語教育能力検定試験の出題範囲

7.日 本語教髄の奪門性

 また、昭和63(1988)年 に提出された 『日本語教育施設の運営に関する基準について』

(前章⑧)で は、「教員の資格」 として、次のような条項をあげている。

  (教員の資格)

   10 日本語教育施設の教員は次の各号の一に該当するものとする。

     一 大学(短 期大学を除く。)において日本語教育に関する主専攻(日 本語

       教育科 目45単 位以上)を 修了し、卒業 した者

     二 大学(短 期大学を除く。)において日本語教育に関する科 目を26単 位

       以上修得 し、卒業した者

     三 日本語教育能力検定試験に合格した者

     四 次のいずれかに該当する者で日本語教育に関し、専門的な知識、能力

       等を有するもの

       (1)学 士の称号を有する者

       (2)短 期大学又は高等専門学校を卒業 した後、2年 以上学校、専修学

         校、各種学校等(以 下 「学校等」という。)において 日本語に関

         する教育又は研究に関する業務に従事した者

       (3) 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において日本語に関す

         る教育又は研究に関する業務に従事した者であって、当該専門課

         程の修業年限と当該教育に従事した期間とを通算して4年 以上と

         なる者

       (4)高 等学校において教諭の経験のある者

     五 その他 これらの者 と同等以上の能力があると認められる者

 日本語教育施設における教員の資格として、先に見た1985年5月 『日本語教員の養
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成のために』に基づいて、主専攻、副専攻課程の単位 を修得 した者 、また、 日本語教

育能力検定試験に合格 した者 を、一、二、三であげているが、四 として、それ らの資

格 を持っていない者 も認めている。四に記 されている 「日本語教育に関 し、専門的な

知識、能力等 を有す るもの」 とい う 「専門的な知識、能力」の内容は どこにも規定 さ

れていない。そこで、この時点での 日本語教員養成主専攻 、副専攻は、「専門的な知識、

能力」を養成する唯一の ものだ とは規定 されないのである。

 ここには 日本語教員 に関す る定義 はあるが、その定義に従えば、上述の ように 日本

語教員養成課程の単位修得は、専門性を保証す る唯一の資格 とはなっていないことが

知 られ るのである。

8.日 本語教 員の多様性 と定義

 1985年 以降特に、日本語教育は多様化 してい る。多様化 した 日本語教育は、私見で

は、次の よ うに大別できる。(注3)

 日本国内の 日本語教育

  大学諸機関での 日本語教育

  日本語学校(日 本語教育施設)に お ける予備教育 としての 日本語教育

  初等 ・中等教育機 関における外国人子弟に対す る日本語教育

  地域にお ける日本語教育

  企業人に対す る 日本語教育

  その他

 海外 での 日本語教育

  大学諸機 関での 日本語教育

  初等 ・中等教育機 関における教科 としての 日本語教育

  日本語学校等の 日本語教育

  移 民社会が維持す る日本人学校 での 日本語教育

  その他

 国内諸機関での 日本語教育では、いずれ も、今見てきた 日本語教育施設の例 と同様、

日本語教員養成課程の単位修得が専門的資格 の唯一の条件 とはなっていない。 こうし

た状況が、 日本語教員 とは何かを不明確 に し、その専門性の明確な確立を遅 らせ、ひ

いては、 日本語教員の外延規定を困難に させ る状況 をひきおこす背景 となっているの

で ある。
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 また、国内在住 の外国人の増加に伴 って、ボランティアによる地域 日本語教育支援

とい う、新 たな領域が生まれた。 こ うした活動 は、 日本語教育専門家が足 りない こと

や 、ど うした ら効率的な支援が可能かなどの研究が進まない ことか ら、現実の課題解

決 を優 先 させた対症療法的活動 が成 されているこ とも多い。また、現実に立脚 して、

む しろ 日本語 に関す る専門知識 のないボランティアを積極的に組織 し、活用す る自治

体 もあ る。 日本語教育学的な観点か らいえば、ボランテ ィアが地域人であることを生

か し、学習者 が地域 の社会文化能力を向上 させ る効果 を期待す る体制 ともい える。 た

だ し、 日本語教員論 か らいえば、こ うした支援 にあたる人々を 日本語教員 も しくは 日

本語教師 と呼ぶことができるか、とい う点が問題になる。日本語教育 とは何か、また、

日本語教師 とは何 か とい う、根幹の課題 に関係 して くる問題である。

9.日 本語教Aと は何 か

 本稿では、 日本語教員養成お よび 日本語教育能力検定試験に関する文部省、文化庁

の答 申 ・報告書 を中心 にみてい くことによって、担 当省庁である文部省、文化庁な ど

が示 して きた理念の変遷に即 しなが ら、 日本語教員が どう定義 されてきたか を整理 し

た。

 結論か らいえば、次のよ うなことが指摘できた といえるだろう。

  (1)日本 語教員 とは何かに関 して、外延規定がない。

  (2)日本語教員 とはどうあるべ きかとい う理念については記 されてきた。

  (3)最新の 日本語教員養成に関 しては、 日本語 教育を行 う根拠が示 されていない。

  (4)最新の 日本語教育能力検定試験に関 しては、外延規定のみならず理念 も示 され

   ていない。

  (5)日本語教育施設 にお ける日本語教員資格には、 日本語教員養成課程の修得は必

   要条件 となっていない。

 (1)か ら(5)までは、 日本語教員養成政策に関す る整理である。 これをみ ると、 日本語

教員 とは何かについて明確 に定義 されてい るとはいえないばか りか、近年 になるほど

日本語教育や 日本語教員 とは何か とい う根幹的な問いが棚上げにされてい く状況が分

かる。 また、 日本語教育施設 における日本語教員 資格には、 日本語教員養成課程の単

位修得 は必須ではない。そのこ とも、真面 目に 日本語教員養成や検定試験 を考え、 日

本語教員 とは何か とい う問いに真剣 に答 えることを妨げている要因のひ とつ となって

いる可能性がない とはいえない。

 「日本語教員 とは何か」とい う課題 をたて、過去の政策をふ りかえることに よって、

上記のよ うな一往 の結論をみた。 しか し、問題は、 日本語教員養成 において今後 どの
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よ うな教員 を育てることが必要か とい う点である。紙幅 はすでに超過 している。実際

に 「日本語教員 とは何か」に答 えることは、まだ先の宿題 とせ ざるをえない。

 日本語教育観、 日本語教員観 を確立す るためには、激 しく変化す る現実の把握 なし

には行 いえない。 日本語教育現場 が多様である現 実をみ ると、教育職員をも意味する

日本語教員 よ りは、 日本語教師 とい う術語を用いることのほ うが適切であるよ うにも

思 う。 こ うした ことも含めて、 日本語教員養成や 日本語教育能力試験 を考奈す る上で

日本語教師論が必要であることを指摘 し、ひ とまず稿 をとじたい。

【注】

(1)国 語教育研究所編 明治図書、1991年7月

(2)① か ら⑨は、⑩か らの孫引きである。

(3)『 講座 日本語 と日本語教育第15巻 日本語教育の歴史』(1991年 刊行)に 、戦後

 の 日本語教育の発足 と推移 とい うブロックがあるが、そこは次のよ うな構成 になっ

 てい る。

  この時代には、まだ、地域 における日本語教育 とい うよ うな分類 はみ られない。

   一般成人のための 日本語教育

   幼少年 のための 日本語教育

   留学生に対す る日本語教育

   大学な どへの進学予備学生のための 日本語教育

   技術研修員のた めの 日本語教育

   交際交流 のための 日本語教育
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